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Ⅰ．は じ め に

沖縄県は40年以上にわたり出生率が全国１位であ
る。令和元年度の人口動態統計1）でも，出生率は人口
1,000人に対し全国が7.0のところ，沖縄県は10.4と２
位以下を大きく離して１位であった。﹁子沢山の平和
な島﹂のイメージが強い沖縄県であるが，2001年頃ま
で沖縄県の新生児死亡率は非常に高く，周産期医療体
制の充実は県の重要な課題であった。その後，2002年
に沖縄県立中部病院に，2006年に沖縄県立南部医療セ
ンター・こども医療センターに，総合周産期母子医療
センターが認可された。また，離島を含めた６つの地
域周産期母子医療センター（県立宮古病院，県立八重
山病院，県立北部病院，那覇市立病院，沖縄赤十字病院，

琉球大学医学部付属病院）が整備され（図１），県内
のハイリスク分娩を周産期センターへ集約する体制が
整った。

しかし，すべてのリスクを予測することは不可能で，
小児科医不在の施設や離島の分娩で，突発的な仮死が
発生することは稀ではない。特に離島の場合，児の搬
送にもリスクを伴うため，分娩に立ち会ったスタッフ
がその場で的確な処置を行えるかどうかが，児の予後
を大きく左右する。沖縄県の母子保健統計でも新生児
死亡率に地域差を認める年があり，分娩に関わる全医
療職の蘇生技術向上は，沖縄県の新生児予後改善に直
結する問題だと考えていた。

今回の私の発表では，日本で行われている新生児蘇
生法の講習会事業を紹介するとともに，2008年に個人
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図１　沖縄県の医療圏と周産期統計（平成30年度）
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周産期医療体制充実のために
～行政が支援する新生児蘇生法講習会～
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主催でスタートした講習会が，行政の支援を受け，講
習会事業として継続している経緯について報告する。

Ⅱ．日本における NCPR （Neonatal Cardio︲Pulmonary 
Resuscitation）の普及

新生児仮死は全分娩の約10％にみられ，約１％は救
命のために気管挿管や胸骨圧迫，薬剤投与などの本格
的な蘇生手段が必要2）とされている。沖縄県では全分
娩の34％が小児科医不在の産科診療所や助産師施設で
行われている1）。たとえ病院での分娩でも新生児専門
の医師がいるとは限らないため，その場にいるスタッ
フが標準的な新生児蘇生法を習熟しておく必要があ
る。

日本周産期・新生児医学会は，国際蘇生連絡委員
会の Consensus に基づいて，日本版新生児蘇生法

（NCPR）�を作成し，2007年から全国各地で講習会を
開催している。NCPR は，講義・実技・シナリオで構
成され，蘇生のアルゴリズム（図２）2）に沿って知識
や技術を学ぶ。NCPR には，挿管や投薬など蘇生手技
すべてを学ぶアドバンスコース（A コース），蘇生の
基本を学ぶベーシックコース（B コース）のほか，救
急救命士を対象とし，院外出生の蘇生を学ぶ病院前
コース（P コース）などがある。さらに継続学習を支
援するために，2017年から修了認定者を対象にスキル
アップコース（S コース）がスタートした。

NCPR の一番のメリットは，分娩にあたるスタッフ

図２　NCPR アルゴリズム
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が同じアルゴリズムに沿って蘇生を行うため，チーム
として素早く判断・行動することが可能になる点であ
る。また，基本的な技術をあらかじめ習得しておくこ
とは，急変時にも冷静に適切な処置を遂行するために
重要である。NCPR は Consensus�に基づき５年ごと
にアップデートされるため，テストに合格し修了認定
をもらった後も継続学習を続け，３年ごとの認定更新
に S コース受講が必須となる。

Ⅲ．NCPR 普及を県が支援

日本で NCPR 講習会が始まった当初，公認講習会
は東京都などの一部の都市で開催されていた。県外ま
で講習会を受講しに行くのは，時間的にも金銭的にも
大きな負担となる。私は﹁離島県の沖縄でも，他府県
と同じような学習の機会をつくりたい﹂との想いでイ
ンストラクターの資格を得て，2008年に沖縄県で第１
回目の NCPR 講習会を開催した。開業の先生の支援
で，蘇生人形などの必要物品を揃えることができた。
回を重ねるごとに受講希望者が増え，インストラク
ターの資格を取った仲間も増えたため，2009年からは
中部地区と南部地区の２ヶ所で講習会を開催するよう
になった。

その後，離島から講習会の要請があり，2010年に県
立宮古病院で出張 NCPR 講習会を行った。離島こそ
NCPR の必要性は高いと考えていたものの，問題と
なったのは旅費，物品の輸送費であった。受講料を徴
収して旅費に当てても，インストラクターの謝礼は捻
出できず，継続するには課題が残った。そのことを新

生児科の先輩方に相談したところ，沖縄県周産期ネッ
トワーク協議会の議題に上がり，協議会として県へ講
習会の必要性を訴え，支援を要請していただいた。こ
れをきっかけに2012年から，県の﹁周産期保健医療体
制強化支援事業﹂として，NCPR 講習会が正式に承認
された（図３）。

現在，県から年間120～160万円の予算をいただき，
消耗した講習会物品の買い替えや年間10～15回の講習
会，離島（宮古島，石垣島）での出張講習会などを継
続開催できている。また，民間企業へ事務局を委託し，
講習会の案内や物品の搬入など，事務手続きをやって
いただいているため，インストラクターの負担が軽減
されている。

Ⅳ．県内の NCPR 開催状況

現在，県内で開催しているのは A コース，B コース，
S コースの３種類である（表）。A コース，B コース
は受講料5,000円，S コースは無料で実施している。講
習会物品は，県の予算で３セット揃えており，中部地
区と南部地区講習会で交互に使用している。会場は，
２つの総合周産期母子医療センターの会議室を使用し
ているため，場所代はかからない。

新生児蘇生法普及事業事務局のデータ3）から，2008
年以降の県内の講習会実績を検索した。

１．NCPR 実施回数とコース種別　年次推移（図４）

13年間で149回の講習会が行われ，延べ2,047人が受
講した。2017年以降は，認定更新に必要な S コース

沖縄県周産期ネットワーク協議会

南部地区 講習会 中北部地区 講習会

沖縄県立中部病院沖縄県立南部医療センター・
こども医療センター

沖縄県

「周産期保健医療体
制強化支援事業」

・離島講習会の旅費
・講習会物品の購入
・インストラクター
　への謝礼

支援

インストラクター
の育成県内周産期医療

従事者のスキルアップ
各施設で

繰り返し復習

図３　沖縄県の NCPR 講習会の位置づけ
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人

図５　受講者の職種（n=2,047）

図６　NCPR 有効認定者数　出生数　都道府県別対比
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図４　県内の講習会開催数（n=149）

表　沖縄県で受講可能な NCPR 講習会の種類と対象
A コース B コース S コース

開始年度 2007年～ 2007年～ 2017年～
内容 高度な新生児蘇生 基本的な新生児蘇生 復習とチーム力アップ

対象 周産期医療関連医師・
看護師・助産師など

一般の医師・看護師・
助産師，学生，救急救
命士など

A・B コース修了認定
取得者

所要時間 ５時間 ３時間 ３時間
受講料 5,000円 5,000円 無料

合否判定 あり あり アンケート提出
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の回数が増え，講習会数は年間15～20回となっている。

２．受講者の職種（図５）

医師387人（新生児科21人，小児科132人，産科152人，
その他82人），助産師1,016人，看護師570人，救急救
命士40人，その他34人であった。

３．インストラクターの人数

日本全国で NCPR インストラクターは2,859人，そ
のうち沖縄県が39人であった。インストラクターが不
足している都道府県が多いなかで，沖縄県は比較的実
働しているインストラクターが多いのではないかと思
われる。

４．NCPR 有効認定者数　都道府県別対比 （図６）

沖縄県の有効認定者数は748人であった。出生数が
同程度の宮城県，長野県等と比較して，有効認定者数
が少ない傾向があった。受講後に認定手続きをとって
いない，または資格の更新を行っていない受講者が多
いと推察した。

Ⅴ．行政が支援する講習会の利点と今後の課題

NCPR は各都道府県で開催されているが，インスト
ラクターが不足している県や地理的な制限により，講
習会機会の少ない県が見受けられる。モチベーション
の高いインストラクターがボランティア的に開催する

講習会では，開催数を増やしたり，継続することが困
難な場合が多く，近年は産婦人科医会主催，県医師会
主催，総合周産期センター主催など，地域単位で講習
会事業を行う都道府県が増えてきているようである。

沖縄県のように行政が NCPR を支援する利点とし
て，費用のかかる離島への出張講習会を定期開催でき
ること，県医師会や産科医会への情報共有もしやすく，
多くの医療従事者へ NCPR に関心を持ってもらえる
こと，中部・南部の２ヶ所で計画的に講習会を行える
ため，インストラクターの育成の場にもなっているこ
となどが挙げられる。

一方，図６の有効認定者数を見ると，一度きりの受
講になっている方が一定数いることがわかる。S コー
スを無料とし，一度認定を受けた方は何度でも復習の
機会を得られるようにしているが，継続学習の支援は
今後の課題である。現在，S コースは各インストラク
ターが自施設で小規模開催することを推奨している。
A・B コースは拠点講習会でしっかり学び，自施設の
S コースで繰り返し復習するという体制を目標にして
いる。

最後に，沖縄県の新生児死亡率の推移を図７に示す。
人口動態統計では新生児仮死の実数に関するデータが
なく，新生児死亡率を参考に予後の改善を確認してい
る。20年前は全国の1.5倍ほどあった新生児死亡率が，
2018年には出生1,000人あたり全国1.0�vs 沖縄県0.8と
改善している1）が，母体管理の向上など複数の因子が
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図７　沖縄県の新生児死亡率の推移
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関与するため，NCPR 普及と死亡率低下の因果関係ま
では説明できない。また，新生児仮死の予後は死亡だ
けでなく重度後遺症も含まれる。今後，NCPR 普及の
効果を評価するためには，継続的にデータを収集する
システムづくりが必要だと考えている。

Ⅵ．ま　と　め

周産期医療体制強化事業の一環として，行政の支援
を得て13年以上継続している新生児蘇生講習会につい
て概説した。今後も新生児死亡の少ない，本当の意味
で﹁子沢山の平和な島﹂を目指していきたい。

本稿は第68回日本小児保健協会学術集会（2021年沖縄

開催）のシンポジウム４で発表した内容です。

利益相反に関する開示事項はありません。
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